高知県産業振興推進総合支援事業実施要領
第１　目的

この要領は、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第21条第１項の規定に基づき、高知県産業振興推進総合支援事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

第２　補助対象事業

　１　要綱第３条第１号アの「地域アクションプランへの位置付けを目指す取組」とは、今後、産業振興計画の地域アクションプランへの追加を目指す取組であって、産業振興推進地域本部が認めたものとする。

２　要綱第３条第１号イの「これに準ずると認められる取組」とは、今後、産業振興計画の地域アクションプランへの追加が予定される取組であって、産業振興推進地域本部が認めたものとする。
３　要綱第３条第４号及び第５号の「中山間地域等」とは、次のいずれかに該当する地域をいう。
（１）離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定された地域

（２）山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条第１項の規定により振興山村地域として指定された地域

（３）半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の規定により半島振興対策実施地域として指定された地域

（４）特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第72号）第２条第１項に規定する特定農山村地域

（５）過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）第２条第１項に規定する過疎地域（同法第３条又は第42条の規定により過疎地域とみなされる区域を含む。）

（６）（１）から（５）までのほか、これらと同等に条件が不利であると知事が認める地域
４　要綱第７条第１項ただし書の「地域アクションプラン等産業振興計画に位置付けられた取組に準ずると認められる取組」とは、今後、産業振興計画への追加が予定される取組であって、地域アクションプランフォローアップ会議が認めたものとする。

５　要綱第３条各号及び第６条第２項の「知事が別に定める要件」は、別表第１に定めるとおりとする。

第３　事業実施主体

１　地域振興を目的に設立されたと認められる法人であって、出資者の過半数が地域住民で構成されるものは、要綱第５条第２号に規定する「一定の地域を範囲として公の目的で活動している団体」とみなすものとする。

２　要綱第５条第３号に規定する「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者であって、次のいずれにも該当しないものをいう。

（１）発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者 

（２）発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者

（３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者

３　要綱第５条第３号に規定する「中小企業団体等」とは、次のいずれかに該当するものをいう。

（１）事業協同組合、企業組合、協業組合等の中小企業団体

（２）２の中小企業者又は３の（１）の中小企業団体で構成される法人格のない団体であって、規約等を有し、団体の意思を決定し、執行する組織が確立されており、かつ、予算、決算及び会計処理が行われているもの
４　要綱第５条第４号に規定する「任意団体」とは、３以上の個人又は法人で構成される法人格のない団体（３の（２）の中小企業団体等を除く。）であって、次の全てに該当するものをいう。

（１）補助事業において、地域資源を活用し、地域振興に資する取組を行うもの

（２）規約等を有し、団体の意思を決定し、執行する組織が確立されており、かつ、予算、決算及び会計処理が行われているもの

第４　事業実施主体への直接補助

１　要綱第５条の２第２号の「知事が別に定める要件」とは、次の全てを満たすものとする。
（１）公の目的で活動していると認められること

（２）補助事業において、地域資源を活用し、地域振興に資する取組を行うこと

２　要綱第５条の２第３号に規定する「直接補助することが適当であると認められる場合」とは、市町村の予算化を待たずに直ちに事業実施する必要がある等と判断したものをいう。
第５　補助対象経費

要綱別表第１の補助対象経費欄の知事が別に定める「補助の対象とならない経費」は、次のとおりとする。

（１）用地の取得及び整地に要する経費

（２）既存の施設及び設備等の撤去並びにその処理（分別、収集、運搬、再生、処分等）に要する経費。ただし、改修に伴い発生する撤去に要する経費は、補助の対象とすることができるものとする。

（３）商品（試供品及び試食品含む。）の製造に供する原材料費、人件費等の経費。ただし、商品の開発や試作品の製造、市場等調査に必要となるこれらの経費は、補助の対象とすることができるものとする。
（４）苗木、種、肥料等の経費。ただし、新たな作物等を試験的に栽培する場合は、これらの経費を補助の対象とすることができるものとする。
（５）職員の人件費。ただし、補助事業の遂行に必要な業務を補助するために臨時的に雇い入れる者の賃金等は、補助の対象とすることができるものとする。
（６）既存施設の改修経費で単なる維持修繕を目的とするもの

（７）公課費

（８）（１）から（７）までのほか、補助することが適当であると認められない経費

第６　補助事業の採択等

要綱第７条第１項に定める「知事が別に定める手続」は、次のとおりとする。

１　事業実施主体が市町村等の場合（要綱第５条の２第１号及び第２号の場合を含む。）

別記第１号様式による事業採択申請書に別表第２に定める書類を添えて知事に提出するものとする。

２　１以外の場合

市町村の定めるところに従い、必要な書類を市町村に提出するものとする。

市町村長は、別記第１号様式による事業採択申請書に別表第２に定める書類を添えて知事に提出するものとする。

　
第７　補助金の交付の申請

　１　ステップアップ事業、外部人材活用支援事業及び地域産業課題解決支援事業

（１）補助事業者は、要綱第８条第１項に基づいて交付申請書を知事に提出する際には、別表第２に定める書類を添付するものとする。

（２）知事は、産業振興推進地域本部の意見を踏まえて審査し、適当であると認めたときは、補助金の交付を決定する。

　２　一般事業、特別承認事業、中山間地域雇用創出事業及び雇用奨励金事業

補助金の交付申請に当たって、事業採択を受けた補助事業の内容の変更は原則認められない。ただし、やむを得ない事由がある場合は、事前に知事に協議し、その指示を受けなければならない。

第８　実績報告等

要綱第15条第１項の「知事が別に定める書類」は次のとおりとする。
（１）市町村等が事業実施主体の場合
ア　工事請負又は委託等の契約書（変更契約含む）の写し（補助事業分に限る。）

イ　工事請負又は委託等の完了検査調書の写し
ウ　工事出来高設計書
エ　完成写真（施工前及び施工後が対比することができるもの。必要に応じて施工中の写真も添付すること。）
オ　平面図（建物の場合は、立面図を含む。）

カ　領収書の写し、会計伝票の写し又はこれに類する書類（支払が完了していない場合にあっては、請求書の写し）

キ　取得価格又は効用の増加価格が50万円以上の取得財産等がある場合は、取得財産等管理明細表（要綱別記第13号様式）

ク　アからキのほか、実施した事業の内容が分かる資料

（２）市町村等以外の者が事業実施主体の場合（間接補助）

ア　（１）のア及びウからキに掲げる書類

イ　工事完了届の写し、納品書の写し等事業が完了したことが分かる資料

ウ　市町村等の補助金交付決定通知の写し 
エ　市町村等の補助金検査調書の写し

オ　アからエのほか、実施した事業の内容が分かる資料

（３）市町村等以外の者が事業実施主体の場合（直接補助）

ア　（１）のア及びウからキに掲げる書類
イ　工事完了届の写し、納品書の写し等事業が完了したことが分かる資料
ウ　ア及びイのほか、実施した事業の内容が分かる資料

第９　委任

この要領に定めるもののほか、高知県産業振興推進総合支援事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。　

附則

１　この要領は、平成22年４月１日から施行する。

２　従前の要領及び「高知県産業振興推進総合支援事業の運用について」は廃止する。

附則

　この要領は、平成23年５月10日から施行する。
附則

この要領は、平成24年４月１日から施行する。

附則

この要領は、平成26年４月１日から施行する。
附則

この要領は、平成27年４月１日から施行する。
　附則

この要領は、平成28年４月１日から施行する。

　附則

この要領は、平成28年12月22日から施行する。　

附則

この要領は、平成29年５月18日から施行する。
附則

この要領は、令和元年５月30日から施行する。
附則
この要領は、令和２年４月１日から施行する。

附則
この要領は、令和３年４月15日から施行する。
附則
この要領は、令和４年４月１日から施行する。
附則
この要領は、令和４年４月28日から施行する。
附則
この要領は、令和５年４月11日から施行する。
附則
この要領は、令和６年４月３日から施行する。
附則
この要領は、令和７年４月１日から施行する。
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